
 

 

令和７年度第３回県中地域医療構想調整会議 次第 

日 時：令和８年３月４日（水）１８:００～ 

場 所：ZOOM 

 

１ 開 会 

２ 挨 拶 

３ 議 題 

（１）医療機関が担う役割等の変更 

ア 郡山市休日・夜間急病センター 

  イ 田村地方夜間診療所 

（２）令和８年度紹介受診重点医療機関【県中保健福祉事務所】 

（３）かかりつけ医機能報告制度に係る協議の場【地域医療課】 

（４）令和 7年度福島県地域医療構想検討課題調査事業 

                 【地域医療課・合同会社デロイトトーマツ】 

（５）その他 

４ 閉 会 

 

 

【資料】 

資料１  郡山市休日・夜間急病センター関連資料  

 資料２ 田村地方夜間診療所関連資料 

 資料３ 令和８年度紹介受診重点医療機関関連資料 

 資料３－１ かかりつけ医機能報告制度に係る協議の場について 

 資料４ 令和７年度福島県地域医療構想検討課題調査事業【県中構想区域資料】 

 



様式２ （医療機関が担う役割等を変更する場合） 

 

医療機関が担う役割等の変更に関する報告書 

                                                                                                                             

                                                                                                                        令和 8 年 2 月 26 日 

福島県県中保健所長 様 

報告医療機関 郡山市休日・夜間急病センター 

  

 次のとおり、病院・診療所の開設者の変更、医療機関の統廃合、診療体制の変更等を行う予定ですので、その
情報を構想区域地域医療構想調整会議へ事前に提供します。 

１ 基本情報  

 

２ 変更内容  

※当該変更に伴い病床の機能等も変更となる場合は、「病床機能等の変更に関する報告書」も合わせて提出

して下さい。 

（１）開設者の変更 

 

（２）医療機関の統廃合等（医療機関間の病床の移動を含む） 

 

 

医療機関名 郡山市休日・夜間急病センター 

開設者名 郡山市長 椎根 健雄 

管理者名 坪井 永保(郡山医師会長) 

変更の概要 
 変更予定日 

令和  年  月  日 

変 更 前 
 

変 更 後 
 

変更の概要 
 
 

変更完了日 

令和  年 月 日 

変 更 前 

 
 

変 更 後 
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（３）その他診療体制の変更、特定の診療科の休止・廃止等 

 

【その他報告事項】 

この報告事項及び別添資料には機密情報が含まれております。第三者への漏洩や無断共有を固く禁じ
ます。取扱いには十分ご注意ください。 

 

郡山市における小児救急医療体制の見直しについて 

  郡山市には、初期救急医療体制として、郡山医師会が行う休日当番医制と、当市が運営する郡山市休
日・夜間急病センター(以下「急病センター」という。)がある。また、太田西ノ内病院では、小児科開
業医の協力を得て、24 時間体制の地域連携小児夜間・休日診療を行っている。 

  小児科医の減少とともに、小児科開業医が年々減少していること、また、小児科開業医が高齢化して
いることにより、休日当番医制と、休日・夜間急病センターを現状のまま継続していくことが困難にな
ることが予想された。 

  そこで、郡山医師会一次救急委員会において、小児科初期救急のあり方を検討していたところ、令和
12 年度を目途に、小児初期救急を全て太田西ノ内病院の救急外来に集約化する運びとなった。 

  これにより、小児科開業医は、太田西ノ内病院に必要な範囲で初期救急に当たることとなる。 

  令和 8 年度中に、太田西ノ内病院は、救急外来患者の増加に対応できるよう、施設内の改修やシステ
ム導入などを行い、令和 9 年 3 月 31 日をもって、急病センターの小児科は休止することとしている。 

変更の概要 
診療科の休止 変更予定日 

令和 9 年 4 月 1 日 

変 更 前 

診療科 ： 内科、小児科、歯科 

変 更 後 

診療科 ： 内科、小児科(※)、歯科 
※小児科のみ、令和 9 年 4 月 1 日から休止 



様式２ （医療機関が担う役割等を変更する場合）

医療機関が担う役割等の変更に関する報告書

                                                                                                                             

                                                                                                                       令和 8 年 2 月 25 日

福島県県中保健所長 様

報告医療機関 田村地方夜間診療所

開設者 田村市長 白石高司

次のとおり、病院・診療所の開設者の変更、医療機関の統廃合、診療体制の変更等を行う予定ですので、その情
報を構想区域地域医療構想調整会議へ事前に提供します。

１ 基本情報

２ 変更内容

※当該変更に伴い病床の機能等も変更となる場合は、「病床機能等の変更に関する報告書」も合わせて提出し

て下さい。

（１）開設者の変更

（２）医療機関の統廃合等（医療機関間の病床の移動を含む）

医療機関名 田村地方夜間診療所

開設者名 田村市長 白石高司

管理者名 田村医師会会長 石塚尋朗

変更の概要
変更予定日

令和  年  月  日

変 更 前

変 更 後

変更の概要
変更完了日

令和  年 月 日

変 更 前

変 更 後
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（３）その他診療体制の変更、特定の診療科の休止・廃止等

【その他報告事項】

変更の概要 田村地方夜間診療所の診療休止
変更予定日

令和 8 年 4 月 1 日

変 更 前

【田村地方夜間診療所の概要】
・夜間における急病患者に対し、応急的な診療を行う
・診療日  月曜日から金曜日（土日祝日、お盆、年末年始は休診）
・診療時間 午後７時３０分から午後９時まで
・診療科  内科等の一次救急

変 更 後

上記の診療を休止する。



番号 医療機関名称 意向の有無
重点外来割合

（初診）
重点外来割合

（再診）
 紹介率(%)  逆紹介率(%) 備考

1 公益財団法人星総合病院 有 55.5 26.7 72.2 66 R7から継続、地域医療支援病院

2 公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 有 54.2 26.2 67.1 65.8 R7から継続、地域医療支援病院

3
一般財団法人 脳神経疾患研究所 附属 総
合南東北病院

有 52.0 61.3 69.9 171.9 R7から継続、地域医療支援病院

4
一般財団法人 脳神経疾患研究所 附属 南
東北眼科クリニック

有 40.9 26.9 0 0 R8新規

5
一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ
内病院

有 50.4 21.7 69.4 62 R7から継続、地域医療支援病院

6
一般社団法人慈山会医学研究所付属坪井
病院

無 57.1 25.0 53 45.1

7 医療法人平心会須賀川病院 無 44.2 35.7 19.7 8.5

基準：初診40％以上 かつ
再診25％以上

参考水準：紹介50％以上 かつ
逆紹介40％以上

令和8年度紹介受診重点医療機関対象一覧
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【紹介受診重点外来の基準と医療機関の意向の考え方】

「紹介受診重点外来の基準を満たす×意向あり」の場合

・ 特別な事情がない限り、紹介受診重点医療機関となることが想定される。

「紹介受診重点外来の基準を満たす×意向なし」の場合

・ 当該医療機関の意向が第一であることを踏まえつつ、当該地域の医療提供体制のあり方を協議の上、２回目の協議に改めて意向を確認する。

「紹介受診重点外来の基準を満たさない×意向あり」の場合

・ 紹介受診重点外来に関する基準に加え、紹介率・逆紹介率等を活用して協議を行う。

１

２

３

外来機能報告制度を活用した紹介受診重点医療機関に係る協議の進め方
意向あり

▪ 紹介受診重点医療機関
＊「外来医療に係る協議の場」での確認

意向なし

▪ 「外来医療に係る協議の場」での協議
満
た
す

満
た
さ
な
い

ງ
ஂ
ਭ
൧
੎
ਡ
ਗ
ਟ
भ
੦
૆

－
▪ 「外来医療に係る協議の場」での協議

「外来医療に係る協議の場」での協議

地域性や医療機関の特性等を考慮して
協議（１回目） 協議を再度実施（２回目）

医療機関の意向と異なる結論
となった場合

１ ２

３

（参考）「外来機能報告等に関するガイドライン」 1

別紙

協議フローについて

（参考）「外来機能報告等に関するガイドライン」

協議の場での再協議が求められる

紹介受診重点外来の

基準*1確認
紹介受診重点医療機関

における意向の確認 結論 方向性

協議の場（２回目）

報告対象医療

機関

基準を満たす

基準を満たさ

ない

医療機関の意向
あり

医療機関に意向
なし

医療機関の意向
あり＊2

医療機関に意向
なし

相違なし

相違あり

相違なし

相違あり

相違なし

相違あり

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

再協議

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

再協議

紹介受診重点医療機関となるこ

とを確認・再度の説明＊3を要求

再協議

対象外

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

対象外

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

１

２

３

協議の場（1回目）
結論・方向性

紹介受診重点医療機関となるこ

とを確認・再度の説明＊3を要求

2

＊1 紹介受診重点外来の基準：
・初診基準：40％以上（初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の件数の占める割合）
・再診基準：25％以上（再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の件数の占める割合）

＊2 紹介率50%以上かつ逆紹介率40%以上を参考の水準とする。
＊3 基準の達成に向けたスケジュール等を書面又は口頭で説明を求め、その内容を公表する。



かかりつけ医機能報告制度に係る協議の場について

① 慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報告。
② 都道府県知事は、報告をした医療機関がかかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との
協議の場に報告するとともに、公表。

③ 都道府県知事は、外来医療に関する地域の協議の場において、地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、
結果を取りまとめて公表。

かかりつけ医機能報告制度の概要

令和８年３月４日
地 域 医 療 課

国における制度整備の背景・趣旨

〇 今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中、「治し、
支える医療」を実現するため、地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

〇 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、地域の実情に応じ
て、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化することで、地域に必要なかかりつけ医機
能を確保するための制度整備が行われ、関係法令が令和５年５月に成立し、かかりつけ医機能報告制度が令和７年４月１日から施行された。

報告対象医療機関と報告方法・内容

＜報告対象医療機関＞
特定機能病院及び歯科医療機関を除く病院及

び診療所
※本県においては、県立医大附属病院と歯科医
療機関を除く、全ての病院119機関及び医科診
療所1,337機関が対象(１月時点、休止中除く)
＜報告方法＞
毎年１月から３月に医療機関等情報支援シス

テム(「Ｇ－ＭＩＳ」)又は紙調査票により行う
＜報告内容＞
１号機能：日常的な診療を総合的かつ継続的

に行う機能
２号機能：（イ）通常の診療時間外の診療

（ロ）入退院時の支援
（ハ）在宅医療の提供
（ニ）介護サービス等と連携した

医療提供

＜制度概要イメージ（厚生労働省資料抜粋）＞
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協議の場について

○ 都道府県は、「地域の協議の場」において地域で必要なかかりつけ医機能を確保するための具体的方策を検討することとされている。
○ 会議体は、既存のものを活用するほか、新たに立ち上げることも可能とされている。また、協議の内容はかかりつけ医機能に関する内容
であれば特段の定めはなく、在宅医療、医療介護連携、入退院支援など国ガイドラインにおいて幅広いテーマが例示されている。

○ 本県としては、「新たな地域医療構想」と「かかりつけ医機能報告制度」の両輪で地域における医療提供体制を議論していくことが重要
と考えており、新たな地域医療構想においては2040年を見据え、外来・在宅、介護との連携等を含めた将来あるべき医療提供体制の構築を
推進することから、かかりつけ医機能報告制度の協議の場においては、構想区域よりも小さい単位（郡市医師会や市町村単位等）で議論す
ることが望ましいテーマについて、既存会議体を含めた協議の場で地域に必要なかかりつけ医機能を確保するための協議を行う。

これらの現状・方向性を踏まえ、令和８年度以降は
以下のとおり進めていく。

年間のスケジュール

11月～ 1月～3月 4月～ 7月～ 11月

国 システム改修等 (1/1)報告機能リリース、照会対応 集計データ提供、ガイドラインの見直し等

県
報告対象医療機関へ
定期報告依頼

報告内容の確認、督促、紙調査票の
代理入力等

集計データ分析
報告内容の公表

協議の場の
開催

定期報告
依頼

医療機関 G-MISアカウントの整備 定期報告対応

◆ かかりつけ医機能の確保を協議するのは「外来医療に関する地域の協議の場」とされており、県外来医療計画において「地域医療構想調
整会議」を協議の場として位置付けていることから、かかりつけ医機能報告制度の協議の場を「地域医療構想調整会議」とし、令和８年度
はかかりつけ医機能報告のデータを調整会議において提示しながら、圏域の状況を共有することとする。

◆ 一方で、現行の構想区域や調整会議では、外来・在宅、介護連携等のテーマについて具体の議論を行うことは難しいため、調整会議にお
いてデータを共有しつつ、圏域内の小さい単位で在宅医療等の協議を行う必要性について議論された場合に、当該圏域で具体の協議を行う
体制を構築していくこととする。

協議の場の設定について

○ 協議の場において提示するかかりつけ医機能報告のデータについては、地域に必要なかかりつけ医機能を確保するために必要な基礎デー
タとなるものだが、令和６年度の医療機能情報提供制度の定期報告率は本県が42.8%（R7.3.3時点の国による暫定集計率、全国平均
47.4％）となっており、かかりつけ医機能報告の報告率も同程度と予測される。調整会議への提示やその後の協議に資するデータを準備す
るためにも、医療機能情報提供制度を含め、毎年定期報告の報告率向上を目指すとともに、報告内容の精査を行っていく。

定期報告について
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1．新たな地域医療構想のポイント

3



4
出所：厚生労働省「新たな地域医療構想に関するとりまとめ（概要）」

新たな地域医療構想に関するとりまとめの概要

外来・在宅、介護と連携が追加

回復期機能から、高齢者救急を

含む包括期機能に変更

病院としての機能の明確化

基本的な方向性
（新たな地域医療構想に関するとりまとめより抜粋）

1．増加する

高齢者救急への対応

2．増加する在宅医療

の需要への対応

3．医療の質や

医療従事者の確保

4．地域における

必要な医療提供の維持



5
出所：厚生労働省「新たな地域医療構想に関するとりまとめ」

新たな地域医療構想における基本的な方向性

基本的な

方向性

◼限りある医療資源を最適化・効率化しながら、「治す医療」を担う医療機関と

「治し支える医療」を担う医療機関の役割分担を明確化し、地域完結型の医療・介護
連携体制を構築

増加する高齢

者救急への

対応

増加する在宅

医療の需要へ

の対応

医療の質や

医療従事者の

確保

地域における

必要な医療

提供の維持

◼ 受入体制を強化するとともに、ADLの低下を防止するため、入院早期から必要なリハビリテーションを適切に提供し、
早期に自宅等の生活の場に戻ることができる支援体制を確保

◼ 救急搬送や状態悪化の減少等が図られるよう、医療DX等の推進による在宅医療を提供する医療機関や高齢
者施設等と地域の医療機関との連携強化、かかりつけ医機能の発揮等を通じて、在宅医療を提供する医療機

関や高齢者施設等の対応力強化

◼ 医療機関や訪問看護ステーション等の連携により、地域での24時間の提供体制を構築するとともに、オンライン診
療の積極的な活用、介護との連携等を通じて、効率的かつ効果的に提供体制を強化

◼ 外来医療についても、時間外対応等のかかりつけ医機能を発揮して必要な提供体制を確保

◼ 地域ごとに医療需要の変化等に対応できる医療従事者を確保

◼ 今後、多くの医療資源を要する手術等が減少し、急性期病床の稼働率の低下等により、医療機関の経営への

影響が見込まれる中、一定の症例や医師を集約して、医師の修練や医療従事者の働き方改革を推進しながら、

急性期医療や救急医療を提供する体制を構築

◼ 人口減少により医療従事者の不足が顕著となっていく中で、医療DX、タスクシフト・シェア等の推進により、生産
性の向上を図り、地域で不可欠な医療機能を維持すること

◼ すでに人口減少がより進んでいる過疎地域においては、拠点となる医療機関からの医師派遣や巡回診察、ICTの
活用等



新たな地域医療構想の策定・取組

6
出所：厚生労働省「新たな地域医療構想に関するとりまとめ（概要）」



新たな地域医療構想に関する検討体制

7
出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第１回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」



新たな地域医療構想策定における基本となる考え方

8
出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第５回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」

85歳~

：大都市型

：地方都市型

：過疎地域型

■:85歳~
■:75歳~84歳
■:65歳~74歳
■:15歳~64歳
■:0歳~14歳



【医療機関機能】急性期拠点機能に係る議論の進め方（案）

9
出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第９回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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【医療機関機能】医療機関機能について

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第６回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」



【医療機関機能】医療機関機能報告・病床機能報告について（案）

11
出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第９回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」



12

2040年の医療需要について

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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【高齢者救急】高齢者に多い手術

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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【高齢者救急】高齢者の救急における疾病の特徴等

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第９回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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【高齢者救急】急性期・救急医療の役割分担について（イメージ）

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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高齢者救急の基本的な考え方

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第８回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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慢性期の需要に対応する主な医療・介護サービス数について

（訪問診療患者数、介護保険施設定員数、療養病床数の地域差）

出所：厚生労働省医政局地域医療計画課「第3回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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新たな地域医療構想の具体的な策定スケジュール

出所：厚生労働省「第５回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」
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国が新構想で求めている協議内容

出所：厚生労働省「第５回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会：資料」



2.データから見る県中地域の概況

20
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県中地域の将来人口推計

県中地域は人口減少傾向にあり、2050年には25%減と推計される。一方で後期高齢者数は2035年まで増加後、
減少に転じるが高齢化率は引き続き上昇する見込み

36,655 42,083 43,453 42,753
46,742 55,516 63,851 61,908 57,481 54,515 56,743

76,531 73,996 67,788 63,315 65,127 66,225 60,551

0
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600,000

（人）

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

519,577
498,996

477,092
453,641
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402,333
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27,112 28,573 29,813

183,085

307,637

-36%

-25%

0～4歳

5～14歳

15～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65～74歳

75～84歳

85歳以上

生産年齢人口

ⅰ

2050年の将来人口は2025年比で25%、

生産年齢人口は36%の減少
ⅰ 75歳以上の後期高齢者の人口は2035年まで増加ⅱ

ⅱ

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療

高齢化率 28.9% 31.7% 33.8% 35.7% 38.4% 40.8% 42.7%

85歳以上割合 5.2% 5.7% 6.2% 8.1% 9.8% 10.8% 11.4%

ⅰ
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出所：厚生労働省 「令和5年患者調査」 、国立社会保障・人口問題研究所 ｢日本の地域別将来推計人口（令和5年（2023）年推計） ｣

県中地域の将来入院患者推計

県中地域の入院患者数は、2040年をピークに減少に転じ、2050年には2025年より僅かに多い水準となる一方で、
患者に占める85歳以上の割合は増加することが予測される

2040年の将来入院患者数は2025年比で9%の増加ⅰ 75歳以上の後期高齢者の患者数は2040年まで増加ⅱ
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ⅰ

ⅱ

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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出所：厚生労働省「NDBオープンデータ」、総務省「人口推計2022年」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
*：推計については、年齢構成の変化による需要の変化をみるため、全国計の性・年齢別の領域別の算定回数を分子、全国の性・年齢階級別人口を分母として受療率を作成し、これを福島県の性・年
齢階級別の2020年、2040年、2050年時点のそれぞれの人口に適用して作成しているものであり、地域別の受療行動の変化の実態を織り込んでいるものではないか音に留意が必要

【参考】福島県における2050年にかけての手術件数の変化*

福島県においては、2020年から2050年にかけて、どの領域でも手術件数が減少する見込みとなっており、全体で
約15.9%減少することが想定される

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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出所：厚生労働省「病床機能報告（令和6年度） 」

R7年の必要病床数と現在の病床数の比較

地域医療構想で推計された2025年の必要病床数と比較すると、県中地域では、急性期が多く、高度急性期、
回復期、慢性期が不足となっており、病床全体では198床多い
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急性期 2,137 1,809 1,680 1,505 1,830 1,673 1,621 1,602

回復期 ▲ 786 ▲ 902 ▲ 800 ▲ 740 ▲ 761 ▲ 684 ▲ 693 ▲ 824

慢性期 ▲ 43 165 ▲ 71 ▲ 158 ▲ 177 ▲ 99 ▲ 247 ▲ 196

全体 939 717 454 242 522 539 311 198

2025年必要数
との差分

• 急性期が過剰

• 高度急性期、

回復期、慢性

期が不足

• 病床数多い

実績

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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出所：厚生労働省｢令和7年度 病床機能報告 確認・記入要領 ｣

（参考）許可病床数と最大使用病床数の考え方

本日提示する指標

許可病床
◼ 医療法第７条第１項から第３項に基づいて開
設許可を受けている病床数

最大使用病床
◼ 当該病棟の許可病床数のうち、病床機能報告
期間の1年間の最大使用病床数
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…

1年間の使用病床数
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イメージ

【算出式】

（最大使用病床数÷ 許可病床数）
× 100（％）

稼働病床数比率

【算出式】

（在棟患者延べ数÷ 許可病床数
÷ 365日）× 100（％）

病床稼働率

許可病床数ベース

【算出式】

（在棟患者延べ数÷ 最大使用病床数

÷ 365日）× 100（％）

病床稼働率

最大使用病床数

ベース

用語の定義

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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*:四分位範囲で病床稼働率が外れ値となる病棟を除いたもの
出所：厚生労働省「病床機能報告」（H29年～R6年）

県中地域の病床稼働率推移

県中地域の病床稼働率は全国平均と比較してやや低い

R2 R3 R4 R5 R6

高度急性期 47.9% 52.2% 35.1% 38.9% 58.3%

急性期 76.1% 72.0% 69.0% 69.6% 71.6%

回復期 73.3% 69.4% 66.7% 68.4% 71.1%

慢性期 86.2% 84.3% 76.3% 86.2% 78.6%

全体 76.6% 73.8% 69.4% 71.7% 72.6%

R2 R3 R4 R5 R6

高度急性期 87.2% 82.6% 66.7% 62.4% 83.5%

急性期 97.8% 93.9% 87.7% 85.7% 87.9%

回復期 91.9% 86.1% 86.1% 87.0% 87.1%

慢性期 95.2% 91.9% 84.8% 93.7% 84.7%

全体 96.2% 92.3% 86.3% 86.8% 87.1%

全国(R6) 差分

80.7% ▲ 22.4

76.3% ▲ 4.7

81.3% ▲ 10.2

84.7% ▲ 6.1

79.9% ▲ 7.3

全国(R6) 差分

96.1% ▲ 12.6

93.7% ▲ 5.8

94.3% ▲ 7.2

92.6% ▲ 7.9

93.8% ▲ 6.7

全国(R6) 差分

83.9% ▲ 14.2

81.4% 0.1

86.2% ▲ 4.5

91.5% 1.3

85.2% ▲ 1.8

稼働病床数比率

病床稼働率

許可病床数ベース

病床稼働率

最大使用病床数

ベース

• 許可病床数に占める最大

使用病床数の割合が、

全国平均と比較して低い

• 全国平均と比較して稼働

率が低く、特に高度急性期、

回復期でその傾向が顕著

• 全国平均との差が許可病

床数ベースと比較して縮小

• 高度急性期、回復期の稼

働率は低い

直近5年間の県中地域の実績 全国平均との比較 比較結果

R2 R3 R4 R5 R6

高度急性期 55.0% 63.2% 52.6% 62.4% 69.7%

急性期 77.8% 76.7% 78.7% 81.3% 81.5%

回復期 79.8% 80.5% 77.4% 78.6% 81.7%

慢性期 90.6% 91.8% 89.9% 92.0% 92.8%

全体 79.6% 79.9% 80.4% 82.6% 83.4%

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療



人口や病床数が類似する地域と比較して、急性期病棟から家庭への退院の割合が高く、最大で約11%差がある
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県中地域の急性期病棟からの退棟経路について

県中地域の急性期病棟からの退棟経路の構成比を見ると、人口や病床数が類似する地域*と比較して、家庭へ
の退院の割合が高いことが窺える

出所：厚生労働省「病床機能報告」 （R6年）

急性期病棟からの退棟経路

県中地域
中部
(沖縄)

福山・府中（広島） 取手・竜ケ崎（茨城）

院内の他病棟へ転棟 8.2% 12.8% 18.2% 20.5%

家庭への退院 77.2% 69.4% 65.9% 65.8%

他の病院、診療所へ転院 5.6% 8.7% 6.8% 4.3%

介護老人福祉施設に入所 1.3% 1.1% 0.8% 2.2%

介護老人保健施設に入所 1.4% 1.4% 1.9% 2.0%

介護医療院に入所 0.0% 0.1% 0.2% 0.1%

社会福祉施設・有料老人
ホーム等に入所

1.0% 3.5% 1.2% 1.4%

終了（死亡退院等） 5.3% 2.9% 3.9% 3.8%

ⅰ

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療

急性期病棟

ⅰ
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県中地域の救急搬送件数の概観

R4年度からR6年度にかけて救急搬送件数は増加しており、軽傷の救急搬送は約5.8%の増加となっている。
傷病程度・年齢区分別で見ると、軽傷から重症までいずれも65歳以上の構成比が50%以上となっている
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救急搬送件数の推移 R6年度の傷病程度別・年齢別救急搬送割合

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療

出所：【郡山消防本部】_救急搬送データ提供様式_20250901、【須賀川消防本部】救急搬送データ提供様式

65歳以上：79.1%

65歳以上：74.9%

65歳以上：53.0%
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出所：厚生労働省 「令和5年患者調査」 、国立社会保障・人口問題研究所 ｢日本の地域別将来推計人口（令和5年（2023）年推計） ｣

県中地域の将来外来患者推計

外来患者数は減少傾向であり、2050年には2025年比で16%減少する見込みとなっている。なお、65歳以上の外
来患者数は微増となる見込み
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出所：厚生労働省「第7回新たな地域医療構想に関する検討会資料」（令和6年8月26日）

年齢階級別の要介護認定率（全国）

年齢階級別の要介護認定率（全国）

要介護認定率は年齢とともに上昇し、特に85歳以上で顕著。85歳以上の人口は2040年に向けて引き続き増加
が見込まれ、医療と介護の複合ニーズを持つ層が一層多くなる

県中地域の85歳以上人口の推移
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*1：要介護認定率は65歳以上人口に占める要介護認定者の割合 ＊2：2018年~2023年は実績であり、2024年は見込み値である。なお、実績値は介護保険事業報告（9月末
現在)、見込み値は、各市町村の介護保険事業計画における推計値の合計である
出所：福島県「ふくしま高齢者いききプラン2021」、福島県「ふくしま高齢者すこやかプラン」

県中地域の要介護認定者推計*1,2

県中地域における要介護認定者は、2023年から2040年にかけて19.4%増加する見込みであり、
要介護度3以上の重度認定者についても今後増加することが見込まれる

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療

2040年の要介護認定者数は、2023年比で19.4%の

増加
ⅰ

2040年の要介護3以上の認定者数は、2023年比で

18.8%の増加
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【参考】在宅医療の体制について

在宅医療の提供体制に求められる機能として、4つの機能があげられる。そのうち、「①退院支援」以外については、
医療施設調査や施設基準などの公開データからストラクチャー情報を見れる

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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出所：医療情報介護局「医療機関届出情報（地方厚生局）データベース」（令和7年7月1日時点）、総務省「人口推計」（令和7年10月報）、各県のHPより作成

県中地域における届出数の推移

県中地域における人口10万人当たりの在支診・在支病・後方支援病院の届出数は、機能強化型在支診（単
独型）、在支診、機能強化型在支病（連携型）で県平均、東北平均を上回っている

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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厚生労働省「医療施設（静態・動態）調査」（平成26年、平成29年、令和2年、令和5年）、総務省「人口統計」、福島県「福島県現住人口調査 市町村別人口」

県中地域における届出数の推移

県中地域における、人口10万人あたりの訪問診療を行う病院数は県平均と比較して少ないが、診療所数は県
平均よりも多い

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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厚生労働省「医療施設（静態・動態）調査」（平成26年、平成29年、令和2年、令和5年）、総務省「人口統計」、福島県「福島県現住人口調査 市町村別人口」

県中地域における届出数の推移

往診を実施する病院数を除いて、人口10万人あたりの往診を実施する病院・診療所数及び在宅看取りを実施
する病院数は福島県の平均を下回る

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療

③急変時の対応に関するもの ④看取りに関するもの
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出所：厚生労働省 「令和2年患者調査」 、国立社会保障・人口問題研究所 ｢日本の地域別将来推計人口（令和2年（2020）年推計） ｣

（参考）県中地域の訪問診療利用者の将来推計

2040年にかけて訪問診療利用者数は約23%ほど増加する見込み

入院医療 外来医療 在宅医療・介護救急医療
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3.県中地域の概況まとめ
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まとめ

人口動態
◼ 県中地域は人口減少傾向にあり、2050年には全体で25%減、生産年齢人口はと推計される。一方で後期高齢者数は、2030年ま
で増加後、減少に転じるが高齢化率は引き続き上昇する見込み

入院医療

◼ 県中地域の入院患者数は、2040年をピークに減少に転じ、2050年には2025年より僅かに多い水準となる一方で、患者に占める85
歳以上の割合は増加することが予測される

◼ 2020年から2050年にかけて、どの領域でも手術件数が減少する見込みとなっており、全体で約15.9%減少することが想定される

◼ 県中地域の急性期病棟からの退棟経路は、人口や病床数が類似する地域と比較して、家庭への退院の割合が高いことが窺える

救急医療
◼ R4年度からR6年度にかけて救急搬送件数は増加しており、軽傷の救急搬送は約5.8%の増加となっている。
傷病程度・年齢区分別で見ると、軽傷から重症までいずれも65歳以上の構成比が50%以上となっている

外来医療
◼ 外来患者数は減少傾向であり、2050年には2025年比で16%減少する見込みとなっている。なお、65歳以上の外来患者数は微減
となる見込み

在宅医療

◼ 県中地域における要介護認定者は、2023年から2040年にかけて19.4%増加の見込みであり、医療と介護の複合ニーズを持つ層が
増える。また、2040年にかけて訪問診療利用者数は約23%ほど増加する見込み

◼ 供給を見ると人口10万人あたりの訪問診療を行う診療所数及びその割合は福島県平均を上回っている。一方で訪問診療を実施
する病院数及びその割合は福島県平均を下回ってい。

考えられる方針案

◼ 今後、高齢化により、手術を必要としない入院ニーズが増加する一方で、医療の担い手確保は一層困難になります。この医療ニーズ

の質的な変化と、限られた供給力との間にいかにして最適なバランスを見出していくかが今後の検討のポイントと考えられます。

◼ 県中地域では類似地域と比較して、自宅に退院できる状態になるまで急性期病棟で療養している割合が高い傾向がみられます。

限りある医療資源を効率的に活用し、「治す医療」と「治し支える医療」が上手く連携することで、急性期から回復期、在宅医療・

介護までスムーズに移行できる地域完結型の連携体制を構築する必要があると考えられます。
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